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  失業が存在するメカニズムであるが、本稿では労働組合賃金交渉モデルを用いる。 




保険が子ども数を減少させること、 育児保険税の増大が必ずしも子ども数を増加させないことが示される。  
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  本稿では、加藤(2001)、小塩(2001)、安岡(2006)(2007a)、Fanti and Gori(2007b)によって分析された育児支








２． ２． ２． ２．家計 家計 家計 家計       
  家計は、若年期と老年期の２期間生存するものとする。家計は、若年期の消費効用
0e c （
0u c ） 、老年期
の消費効用
1e c （
1u c ） 、および子どもの数
e n （
u n ）から効用を得る。なお、変数右上添え字e は被用者、
添え字u は失業者、 変数の右下添え字t はt 期をあらわすとする。 誤解の恐れがなければ、 変数の説明から
は期間を表す添え字t ( 1 t + )は省略する。 
  育児には、育児コストm がかかるものとする。ただし、政府からの支援b が、子どもひとりについて当
てられ、その分育児コストが減少するものとする。 
2.1. 2.1. 2.1. 2.1.        被用者 被用者 被用者 被用者       
被用者は、次の最大化問題 
Max
0 1 ln ln ln
e e e
t t t c c n α β γ + +                                                               (1) 
. . st ( ) ( )
0 1
e e e





t t t c r s + + = +  















γ τ τ = − −
−
、 ( )( ) 1 1
e
t ut t t s w α γ τ τ = − − − − が求められる。 
2.2. 2.2. 2.2. 2.2.        失業者 失業者 失業者 失業者       
失業者についても、同様に、効用最大化問題 
Max
0 1 ln ln ln
u u u
t t t c c n α β γ + +                                                             (2) 
. . st ( )
0u u u



















、 ( ) 1
e
t t s p α γ = − − が求められる。 
３． ３． ３． ３．企業 企業 企業 企業と労働組合 と労働組合 と労働組合 と労働組合       




t t t t t t t t AK l L wl L rK
θ θ −
− −  
  両辺をt 期の若年期の人口 t L で割り、 
Max
1 1 , t t t t t t t t Ak l wl rk x Ak l
θ θ θ θ − − − − =                                                         (3) 
を考えても同値である。利潤最大化条件から 
( )
1 1 1 ,1 t t t t t t w Ak l r Ak l
θ θ θ θ θ θ














t t t t t p x Ak l
θ θ δ δ
− = = の給付を受ける。失業保険 t p を所与として 
Max  ( )( ) ( ) ( ) 1 1 t t ut t t t t l w w l w x τ τ δ − − + −  










1。結果、 ( )( )













援は別会計とする。 失業保険目的税を u τ 、 育児支援税はτ である。 失業保険会計と育児支援会計を表すと、 
失業保険： 
( ) ( ) 1 1 t ut t t t t t t t t t l w L l p L l x L τ δ = − = −                                                         (4) 
育児支援： 
( ) ( ) 1
e u
t t t t t t t t t t t b l n L l n L l w L τ + − =                                                                   (5) 






θ θ δ − ≡ 、 すなわち失業保険は、 一人当たり生産に一定割合δ を
かけたものである。 
失業保険につき、(4)式を用いてδ を u τ で表すと、 ( ) ( )( )
2
1 1 1 t ut t ut δ τ θ τ τ θ = − + − − − となる。 
５． ５． ５． ５．均衡 均衡 均衡 均衡における資本ストック における資本ストック における資本ストック における資本ストック       




t t t t t t K S s L s L + = = +  
を満たす。一人当たり数値に換算すると、資本ストックは、遷移方程式 
( ) ( ) ( ) 1 1 1
e u e u
t t t t t t t t l n l n k ls l s + + − = + − i                                                                                                             (6) 
となる。t 期の経済全体の子供数 t n は、 ( ) 1
e u





ら t b および ut τ を消去すると、 
( ) ( ) ( ) 1 1
e u
t t t t t t t t
l
n l n l n w
m
γ τ τ ≡ + − = − + 、 ( ) ( ) ( ) 1 1 1
e u
t t t t t t ls l s l w α γ τ + − = − − −                       (7) 
が求まる。 t n は経済全体の一人当たり平均子ども数、 すなわち （経済全体の子ども数 ( ) 1
e u
t t t t t t l n L l n L + − ）
／（経済全体の若年期の人口 t L ）である。これより、資本ストックの遷移方程式が、 
                                                        
1  Fanti and Goli(2007a)が”short run (current) unemployment rate”という文言で暗に示唆するとおり、労働組合は、労働の需要関数
(8)式において、資本ストックが一定で変更できない、いわば短期の労働需要関数を想定している。Daveli and Tabellini(2000)、
Demmel and Keuschnigg(2000)、Fanti and Goli(2007a)、Ono(2007)(2008)なども、暗黙のうちにそのような仮定をおいているとも
考えられる。 この形式の労働需要関数は、 上述の通りごく普通に用いられており、 この形式の労働需要関数を用いることには、
問題はないと考えられる。   4 
( ) ( ) 1 1 1
e u


















                                                                                                                      (9) 
となる。 
5.2. 5.2. 5.2. 5.2.        均衡の 均衡の 均衡の 均衡の一意性と安定 一意性と安定 一意性と安定 一意性と安定       
(9)式をもって一人当たり資本ストックk が一意であることを示してもよいが、 もっとフォーマルにk の
一意性を示そう。 
(8)式を定常点で評価し、l はk の影響を受けないことを考慮しつつ両辺をk で割り、左辺を





θ θ γ τ τ θ
− ≡ − + − 、右辺を ( ) ( )( )
1 1 1 1 t Y l k l
θ θ α γ τ θ
− − ≡ − − − − とおくと、 
0 0
k X
= = ' 0 X > 、  '' 0 X < 、
0 k Y
= = ∞ 、 ' 0 Y < 、 '' 0 Y > （プライム記号は微分、ダブルプライム
は２階微分）より、均衡解が 0 k > でただ１点のみ存在することが示される。また、(9)式より
1 0 1 t t k k + ∂ ∂ = < なので、k は均衡の周りで安定であることもわかる。これらをまとめると、以下のよう
になる。均衡の一意性につき、図１を参照されたい。 
命題１ 命題１ 命題１ 命題１        k についての均衡解が一意に存在し についての均衡解が一意に存在し についての均衡解が一意に存在し についての均衡解が一意に存在し、 、 、 、安定である。 安定である。 安定である。 安定である。       
６． ６． ６． ６．政策 政策 政策 政策の経済効果 の経済効果 の経済効果 の経済効果       
  本稿での分析は、定常状態の分析に焦点をあてる。 
6.1. 6.1. 6.1. 6.1.        資本ス 資本ス 資本ス 資本ストックへの影響 トックへの影響 トックへの影響 トックへの影響       
失業保険税率と育児支援税率について、資本ストックに及ぼす影響を分析する。 
命題２ 命題２ 命題２ 命題２        失業保険 失業保険 失業保険 失業保険税率は 税率は 税率は 税率は、 、 、 、資本ストックに影響を及ぼさない。 資本ストックに影響を及ぼさない。 資本ストックに影響を及ぼさない。 資本ストックに影響を及ぼさない。       





命題３ 命題３ 命題３ 命題３        育児支援税の増加は 育児支援税の増加は 育児支援税の増加は 育児支援税の増加は、 、 、 、均衡での資本ストックを減少させる。 均衡での資本ストックを減少させる。 均衡での資本ストックを減少させる。 均衡での資本ストックを減少させる。       
証明 証明 証明 証明       
  ( ) ( ) ( )( ) ( )
( ) ( )
2
1 1 1 1
1
m k α γ γ τ τ τ γ
τ γ τ τ
− − − − + + − − ∂
=
∂ − +





6.2 6.2 6.2 6.2. . . .        失業率への影響 失業率への影響 失業率への影響 失業率への影響       
さらに、よく知られた結果として、 
命題４ 命題４ 命題４ 命題４        失業保険 失業保険 失業保険 失業保険税率を上昇させると 税率を上昇させると 税率を上昇させると 税率を上昇させると、 、 、 、失業は増大する。 失業は増大する。 失業は増大する。 失業は増大する。       
証明 証明 証明 証明         5 






l θ δ τ τ θ θ
τ δ










命題 命題 命題 命題５ ５ ５ ５        育児支援 育児支援 育児支援 育児支援税 税 税 税の の の の率の上昇は 率の上昇は 率の上昇は 率の上昇は、 、 、 、失業率を上昇させる。 失業率を上昇させる。 失業率を上昇させる。 失業率を上昇させる。       
















6.3. 6.3. 6.3. 6.3.        子ども数への影響 子ども数への影響 子ども数への影響 子ども数への影響       
子ども数への影響を分析する前に、被用者の課税後賃金と失業保険、すなわち被用者と失業者の可処分
所得についてみておこう。 
補題１ 補題１ 補題１ 補題１        被用者の課税後賃金は 被用者の課税後賃金は 被用者の課税後賃金は 被用者の課税後賃金は、 、 、 、失業保険料率 失業保険料率 失業保険料率 失業保険料率 u τ にかかわらず にかかわらず にかかわらず にかかわらず、 、 、 、失業者の受け取れる失業保険受給額よ 失業者の受け取れる失業保険受給額よ 失業者の受け取れる失業保険受給額よ 失業者の受け取れる失業保険受給額よ
り大きい。 り大きい。 り大きい。 り大きい。       







































= − − − −
= − − −
− − −
−




命題６ 命題６ 命題６ 命題６        被用者の子ども数のほうが 被用者の子ども数のほうが 被用者の子ども数のほうが 被用者の子ども数のほうが、 、 、 、失業者のもつ子ども数より大きい。 失業者のもつ子ども数より大きい。 失業者のもつ子ども数より大きい。 失業者のもつ子ども数より大きい。       







γ τ τ = − −
−
、






( ) ( ) ( )

















θ τ τ θ




= + − = − +
  − − − −
= − − − − +  
 
 
   6 
とおけることに着目しよう。これを u τ およびτ で微分することによって、次の２つの命題が導かれる。 
命題 命題 命題 命題７ ７ ７ ７        失業保険 失業保険 失業保険 失業保険のための税金の増加は のための税金の増加は のための税金の増加は のための税金の増加は、 、 、 、均衡において出生率を下落させる。 均衡において出生率を下落させる。 均衡において出生率を下落させる。 均衡において出生率を下落させる。       
証明 証明 証明 証明       
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )


















θ α γ τ γ τ τ
δ







  − − −
− − − − − − + •  
 
 












( ) ( ) ( )
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )






















θ τ τ θ







= + − = − +
  − − − −





       
となる。これは、 




γ τ τ = − +  
となる。 
            
n n n w k n w l n l
w k w l l τ τ τ τ τ
+ + + − + + − + −
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
= + + +
∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
                         
マルサス人口効果１ マルサス人口効果２ 直接効果 雇用率効果
 
である。最初の項は、直接効果である。育児支援により、育児コストが減少し、これは子ども数にプラス
の効果をもたらす。第２項と第３項は、Fanti  and  Gori(2007b)によって名づけられた、人口が所得と正の
相関を持つ「マルサス人口効果」である。第４項は、Fanti and Gori(2007b)では明らかにされなかった、
「雇用率効果」ともいうべきものである。雇用率が減少すれば、比較的子ども数の多い被用者が減少する
ので、子ども数が減少するのである。これをさらに、   7 
( ) ( ) ( )











Ak l Ak l Ak l
m m m
θ θ





γ γ τ τ
τ τ
−




− − ∂ ∂
= − + + − +
∂ ∂




















( ) ( )
( ) ( ) 1
1
cr
γ τ τ τ
σ





ち、 k σ 、 l σ および cr σ は、育児支援税τ の変化に関する、資本ストック、雇用率および子ども数の選好
パラメータの弾力性である。これを用いると、 
( )( ) ( ) ( )
1 1





γ σ θσ θ σ
τ
− − ∂




       
命題 命題 命題 命題８ ８ ８ ８        育児支援 育児支援 育児支援 育児支援税 税 税 税によって によって によって によって人口が増大するためには 人口が増大するためには 人口が増大するためには 人口が増大するためには、 、 、 、 育児支援税 育児支援税 育児支援税 育児支援税τ の変化に対する資本ストック及び雇 の変化に対する資本ストック及び雇 の変化に対する資本ストック及び雇 の変化に対する資本ストック及び雇
用率の弾力性の 用率の弾力性の 用率の弾力性の 用率の弾力性の、 、 、 、資本（労働 資本（労働 資本（労働 資本（労働）分配率による加重和が ）分配率による加重和が ）分配率による加重和が ）分配率による加重和が、 、 、 、育児支援税による子ども数の選好パラメーター 育児支援税による子ども数の選好パラメーター 育児支援税による子ども数の選好パラメーター 育児支援税による子ども数の選好パラメーターの の の の




７． ７． ７． ７．数値計算 数値計算 数値計算 数値計算       
  0 τ > のときτ を変化させるとどうなるかについて、数値計算をしてみよう、τ を 0.2 から 0.695 まで
0.05 刻みで上昇させていったとき、被用者、失業者そして経済全体の子ども数、被用者および失業者の効
用、 資本ストック、 雇用率、 一人当たり生産、 育児支援金の変化をプロットした。 なお、 1 A = 、 0.3 α = 、
0.5 β = 、 0.2 γ = 、 1 m = 、 0.3 θ = および （ディープパラメータではなく政策変数であるが） 0.02 u τ =
を仮定している。 









８． ８． ８． ８．まとめ まとめ まとめ まとめ       
  本稿では、いままで一部を除きスポットが当てられてこなかった、育児支援と失業の関係および失業保
険と子ども数の関係について分析した。とくに、育児支援のための所得税が失業を増大させること、失業
保険が子ども数を減少させること、 育児保険税の増大が必ずしも子ども数を増加させないことがわかった。  
  本稿について残された課題について述べる。育児支援のための税と子ども数という、最も重要な要素に
ついては、解析的に命題を導くために、資本ストックや雇用率に関する育児支援税の弾力性という指標を
用いなければならなかった。もっとよく知られた指標を用いて解析的に結果が出せれば面白い。これらに  8 
ついては、今後の課題である。 
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図１  均衡の一意性 
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Research was conducted concerning the effects of child support. Many earlier studies have assumed full employment. 
However, in the real economy, there is unemployment. The relation between the number of children in the economy 
and unemployment was investigated. The overlapping generation model with involuntary unemployment was used 
because wages were set by labor unions. First, in the analytical research, it was found that the wage tax for child support 
and  unemployment  insurance  both  increased  unemployment  and  that  the  wage  tax  for  child  support  decreased 
equilibrium capital stock. Also, the wage tax for unemployment insurance reduced the number of the children in the 
economy. Second, a simulation was conducted, which revealed that there is a tax rate at which the number of the 
children is maximized. At tax rates for child support higher than this maximum, any increase in the tax rate for child 
support decreases the number of the children! The conclusion showed that tax rates for child support that are too high 
have a diminishing effect and policy makers should consider the effects of the wage tax for child support and 
unemployment. 
 
JEL classification: J13, J64, J51 
Key words          ：overlapping generation model, involuntary unemployment, child support 
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